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90年代後半における郷鎮企業の

所有制改革と生産性の変化
一 集計データを利用した生産関数分析一

紀 平 良 昭

1は じ め に

本 稿で は.郷 鎮 企 業 の 生 産 性 の 変 化 とそ の 要 因 を分 析 す る。90年 代 後 半.郷

鎮 企 業 の 成 長 が 鈍 化 した1,。郷 鎮 企 業 の 成 長 が 鈍 化 した 要 因 は,様 々 に指 摘 さ

れ て い るが.と りわ け中 国 国 内 の議 論 は,集 団所 有 制 企 業 の所 有 制 改 革 の遅 れ

を指 摘 す る もの が 多 いど1。90年代 後 半 に お け る 郷鎮 企 業 の 成 長鈍 化 は ,tに 集

団所 有 制 郷 鎮 企 業 に よ る もの で あ り.一 方,非 集 団所 有 制 郷 鎮 企 業 は急 速 に発

展 して い る(第1表 参 照)。 蘇南 モ デ ル と して紹 介 さ れ た郷 鎮 企 業 も集 団所 有

制 企 業 で あ った が.90年 代前 半 まで 賞 賛'され た集 団 所 有 制 企 業 が,何 故 ,90年

代 後 半 にな って所 有 制 の改 革 を迫 られ る よ うに な った の だ ろ うが 雪'。

郷 鎮 企 業 の 生 産性 につ い て分 析 した研 究 は,す で に80年 代 か ら多 くの 蓄 積 が

あ る。 そ の 多 くが 主 と して集 団 所 有 制 企 業 の 生 産性 に つ い て議 論 して い る。 た

とえ ば,王 暁 魯[1997],金 ・杜[1993]な どは,80年 代 後 半 か ら郷 村 営 工 業

企 業 の総 要 素 生 産 性(TFP)成 長 率 が 上 昇 傾 向 に あ る と指 摘 した。 彼 ら は ,

郷 鎮 企 業 の 発 展 につ い て,「 公有 ゐ企 業 が 経 営 者 や 労 働 者 の モ チ ベ ー シ ョ ン形

1)厳[20021123-124ぺ 一ジを参照.

2)こ の時期における現状 と改革の方向性を示 した文章 として,《衣並部美丁当前深化多復企並有

美向題的通知》1998年7月10日 が詳しい。『中国多鎮企並年釜』(1999年版)104-105ペ ーシを参

3)こ の点について・サーベイを中心 とした理論的考察は徐,注 「20021に・調査研究は秒・李

[2002]に それぞれ詳しい〔1また,数 量的実証研究は例えば矢野 ・白石 「2003]を参照。
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成に失敗する」 という主張1、に対抗するものであるとして高 く評価 した。

さらに,GrossmanalldHart[1986]、HartandMoord1990]が 指摘 したよ

うに,集 団所有制企業 は不明確な所有権で あるとした。また,Changand

Wang[1994]も,集 団所有制企業と地元政府 との深い関係の存在を指摘 した。

そして,Naughton[1994]は そ うした行政 と企業の関係が生 じるのは,市 場

の不完全性がその根本的な原因であると指摘 した。これらは集団所有制企業が

効率的な経営をしていることを根拠にした議論である。

また,一 部の既存研究は,集 団所有制企業と非集団所有制企業 とで生産性に

違いがあるのかどうかについて議論 している。それらは主として90年代に入っ

てか ら発表されているが,後 述するように,そ の分析結果については必ずしも

一致 した認識を得 られていない。

ところが,90年 代半ばになると,集 団所有制企業の成長が徐々に鈍化し,と

りわけ90年代後半には,政 策課題ともいえる 「所有制改革」が中国郷鎮企業の

全体的な課題 としてクローズアップされた。さらに,非 集団所有制企業の主要

な構成要素である私有経済は,中 央政府によってその存在 を追認された(97

年)。 この結果,非 集団所有制企業の発展 しやすい環境が整えられた。さらに,

それまで極力避けられてきた集団所有制企業の民営化(=実 質的な非集団所有

制企業への転換)が,所 有制改革における大きな流れとなって,所 有制改革が

本格化 した5)。

本稿の研究 目的は,90年 代後半における郷鎮企業の総要素生産性の変化パ

ターンを明らかにすることにある、,その主たる意義および目的は,こ の時期に

おける郷鎮企業の所有制改革に対す る評価をすることにある、,さらに,郷 鎮企

業の生産額は.そ の伸びが鈍化 してきたとはいえ,中 国経済全体の約3分 の1

を占めておりω,中 国経済の長期的成長や今後の改革政策をみるのにも重要不

4)AlchainandDemsetz[1972]1)p.794-795を 参照ひ

5)一 般 に。97年 以前における集団所有制企業の所有制改革 は,株 式 合作制 の導 人に重点 を置いて

いた。、郷鎮 企業の所 有制改 革の経緯 は.厳[20021135-141ベ ー ジに詳 しい・

6)2001年 宋 のデー タによれば,郷 鎮企業の生産額は.中 国の国内総生産額(全 国国内生声忌値)/
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可欠である。

本稿では,90年 代後半における郷鎮企業の生産性.労 働分配率の分析か ら,

この時期に急展開 した所有制改革の影響をみる。より具体的には,こ の時期に

郷鎮企業の生産効率が向上 したのかどうか。郷鎮企業および農村部において市

場経済が浸透 してきているのかどうか。そして,所 有制改革が急速に展開 した

のは何故かを明らかにする。

第1節 では,郷 鎮企業の総要素生産[生に関するこれまでの代表的な議論 を紹

介 し,本 稿の分析におけるフレームワークを述べる。第㎜節では,集 計データ

を用いて,郷 鎮企業の総要素生産性を計測 し,90年 代後半における郷鎮企業の

生産効率が向 トしたのかどうかを明らかにする。第IV節 では,郷 鎮企業の労働

分配率を推計 し,労 働生産弾力性 との乖離について検討する。そ して,第V節

では,本 稿での結論をまとめ,今 後の課題 について述べる。

Il郷 鎮企業の総要素生産性をめぐる議論"

企業の生産効率の向上を表わす指標 として総要素生産性の成長率がある。総

要素生産性とは一定期間における産出(付 加価値)の 成長率のうち,資 本や労

働などの投入量の増大によって説明されない残差の部分である。このなかには,

技術進歩だけでな く,規 模の経済性や経営組織の改善,従 業員の技能向上など,

資本と労働などの直接投入量 と比率の変動以外のあらゆる影響が含まれる。郷

鎮企業の生産は,天 安門事件後の一時期停滞 したが,90年 代半ばまで概 して急

速に成長 した。 しか し,90年 代後半になると集団所有制企業の成長は伸び悩む

ようになっており,こ うした成長過程あるいは成長鈍化の過程において,郷 鎮

企業の生産効率が上昇 したかどうかを検討する必要がある。従来研究では80年

代後半か ら90年 代初頭 を分析対象期間 とした この研究で相反す る意見が

＼の30、6%を 占め,農 村の生産額(全 国衷村社会生 序忌値)の64 .6%を 占め る。衣並部 多鎮企並局

信息統汁姓[2002]p.4を 参照.,

7)本 節および次節 の内容 は,劉[j999]145-150ペ ージ,お よび,157-159ペ ー ジの内容に依拠 す

るところが大 きい。
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あった。ここでは,集 団所有制企業と非集団所有制企業の双方を分析対象とし

ている代表的な数量研究をまず紹介 したい。

郷鎮企業に関する初期の数量的研究として.Svejnar[1990]が ある。Svejnar

[1990]で は,4地 域122の 各所有制企業データを用いて,所 有制,地 理的位置,

産業などの特性を考慮 して生産関数を推計 した。その結果,郷 村企業(つ まり

集団所有制企業)と 個体 ・私営企業(つ ま り非集団所有制企業)の 効率性につ

いて,所 有制の違いは統計的に有意な影響を与えていないとの結論を導いた.

また,84～89年 の10省89の 郷鎮企業について.そ の技術効率に与える影響の1

つに所有制の違いを人れて分析 したDongandPutte㎜an[1997]で は,80年

代後半における集団所有制企業の技術効率性が非集団所有制企業のそれよりも

高かったとの結論 も導いている.こ の結果は,Svejllar[1990]の 結果と相反

する。

だが,こ うした研究は100前 後の企業データのみを扱った ものであり,必 ず

しも郷鎮企業全体の性質を代表するとはいえない。両所有制の生産性に対する

評価の相違は,使 用データの地域性によるものなのか,所 有制の違いによるも

のなのかがはっきりとしない。

一方,郷 鎮企業の省 ・直轄市 ・自治区レベル(以 ド,「省 レベル」とする)

の集計 デー タを用いて初の本格的な総要素生産1生の推計 をしたのは,王 振

[1999]である。この研究では,3要 素 トランスログ生産関数を仮定 し,公 式統

計のデータについて以 ドのような注意を払いつつ,集 団所有制企業の総要素生

産性 を計測 している。すなわち.1)純 生産高と純固定資産額をそれぞれのデ

フレーターで実質化,2)80年 から97年 までの時系列データを用いて,資 本,

労働.中 問投入を3要 素 とする生産関数でそれ らの生産弾力性を求めるという

方法をとっている。計測結果によれば,総 要素生産性の年平均成長率は80～97

年で2.65%,特 に92～97年 で0.53%と それ以前の高成長率を大 きく押 し下げて

いることがわかった、,この原因について,」三振Ll999]は 所有制改革の影響を指

摘 しているが,そ れについての具体的な実証研究はしていない。同様の研究は,
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刻[2001]で も され て い る。 苅[2001]も 省 レベ ルの 時 系 列 デ ー タで,3要 素

トラ ンス ロ グ生 産 関 数 に加 え て,コ ブ ・ダグ ラ ス型 生 産 関 数 を推 計 して い る。

調 査 期 間 は,85～95年 で あ り,王 振[1999]の 分 析 期 間 よ り短 い 。 王 振

[1999],刻[2001]の 研 究 は,郷 鎮 企 業 の 成 長 鈍 化 の 過 程 に ま で分 析 対 象 期

間 を拡 大 して お り,ま た,省 レベ ル の マ ク ロ統計 デ ー タを利 用 して い る もの の,

と もに集 団所 有 制 企 業 のみ を対 象 に した 研 究 で あ った 、、

この よ うに,従 来 の既 存 研 究 で は,資 料 の 制 約 に よ って ミ クロ分 析 で は デ ー

タの代 表 性 に 問題 が残 るか,マ ク ロ分 析 で は研 究対 象 が集 団所 有 制 企 業 のみ に

限 られ て い た とい う問題 が あ っ た。 この た め 次節 で は,96年 以 降 の郷 鎮 企 業 の

省 レベ ルデ ー タを用 い て,集 団 所 有 制 企 業 と非 集 団所 有 制企 業 の両 方 を カ バ ー

す る総 要素 生 産 性 の変 化 を計 測 す る。

lll集 計データによる総要素生産性の計測

1計 測方法 とデ ータ

総 要素 生 産 性 の 計 測 につ い て,本 稿 で は,後 で 議 論 す る労 働 分 配 率 との 関 連

か ら,次 の よ う な・一次 同 次 の2要 素 コブ ・ダ グラ ス型 生 産 関 数 を仮 定 す る。 す

なわ ち,

y=みKαL1一 α(1)

こ こでy'は 付 加 価 値,κ は 固 定 資 本 額,五 は 労 働 投 入 量 で あ り,14は 総 要

素 生 産 性 を表 わ す パ ラ メー タで あ る。 また,α と1一 α は そ れ ぞ れ資 本 の 生 産

弾 力 性[(∂ 協∂κ)/(〃 γ)1と 労 働 の 生 産 弾 力 性[(∂ 協∂L)/(L〃)』 で あ る。

(1)式 の 両 辺 を対 数 化 し.時 間 に 関 して微 分 して 整 理 し直 す と次 の よ うに な る。

」舶=」y7y一 α(」κ確)一(1一 α)(』L茄)(2)

(』E/め,(ハ 雌),(4ム 猛)は そ れ ぞ れ 付 加 価 値,固 定 資 本 額,労 働 投 入 量

の 増 加 率 で あ り,(ム ん44)は 総 要 素 生 産性 の上 昇 率 で あ る。

(12)式 の計 算 に は集 団所 有 制 企 業 お よ び非 集 団所 有制 企 業 の デ ー タが 利 用 可

能 で あ る。 これ ら の資 料 は 『中国 多鎮 企 並 年 釜』 か ら入手 で きるが,総 要 素 生
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産性を計測するために,投 入と産出のデータに対して概念の調整と実質化が必

要である,。本稿では,付 加価値(増 加値)を ダブル ・デフレーションの方法で

実質化 した。また,固 定資本投入額の実質化は,毎 年の純固定資本投入額(固

定資本浄値)を 固定資産価格指数でデフレー トした。ただし,仮 に一部の郷鎮

企業が非生産的労働者を雇用したり,非 生産的固定資本を保有した りしている

として も,生 産的な労働者数や固定資本投入額を示すデータを得られない,.し

たがって,労 働者数と固定資本投入額について,こ こでは全郷鎮企業が利潤最

大化の下で行動し,非 生産的な労働者や固定資本を企業内に抱えていないとい

う仮定を置いて推計した%

我々は,96～2001年 の省 レベルでみた所有制別の時系列データを利用する。

96年の省 レベルのデータ数は29で ある。ただ し、96年 の上海の非集団所有制企

業データは得られなかったため,分 析か ら除外 している、,また,97年 以降,重

慶が四川から分離され直轄市になったため,省 レベルのデータ数は30と なった。

各年に集団所有制企業と非集団所有制企業があるため,本 稿の分析 におけるサ

ンプルデータの合計数は357で ある%

第1表 には,所 有制別でみた郷鎮企業の付加価値(名 日値 ・実質値),固 定

資本(名 目値 ・実質値)お よび労働者数の全国集計値がそれぞれ掲げられてい

る。それによると,集 団所有制企業の実質付加価値は96～2001年 の期問,年 率

平均で一2。79%の マイナス成長であった。実質固定資本は同2.94箔 の増加,

労働者数は同10.74%の 減少であった。集団所有制企業では,実 質付加価値と

労働者数の減少が大きかった。一方,同 期間における非集団所有制企業につい

て,実 質付加価値 は年率平均で19.41%も 上昇 した。実 質固定 資本 は同

30.59鶉 の増加,労 働者数 は同5,21%の 増加であった。非集団所有制企業では,

投入,産 出ともに増加しているが,特 に実質固定資本の仲びが大きかった。

8♪ 詳細については劉[1999116H62ペ ー ジの 「統計付録:生 産関連 デー タとその推計」を参照、、

9)い ずれの年において もチベ ッ ト自治区の デー タが得 られなかったので,1青順 治 区は本稿 の分析

対象か ら外 してい る.な お,97年 以降の重慶のデー タを四川省に加 えて,本 稿 と同様 の推計 を試

みたが,本 稿の分析結果 と大 きな差異 はみ られなか った。
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第1表 所有 制別でみた郷鎮企業 の投 入/産 出デー タ(1996年 ～2001年)

集団所有制企業(2000年 価格 単位:億 元〉

企業数

(万個)
名 目
付加価値

名日固定

資本投入

労働者数

(万人)
賃金総額

実 質
付加価値

実質固定

資本投入

1996 154 10,258.48 8,632.24 5,952.83 2,511.40 10,693.66 8,446.20

1997 129 10,049.37 9,567.93 5,326.52 2,529.26 12,403.40 9,520.88

1998 107 9,971.31 10,109.23 4,828.63 2,483.00 12,525.23 10,039.39

1999 94 9,911.72 10,171.46 4,368.82 2,399.04 12,158.44 10,060.79

2000 80 9,424.87 9,868.06 3,832.79 2,319.87 9,424.87 9,868.06

2001 67 9,153.30 9,652.78 3,372.18 2,245.65 8,904.75 9,691.39

年三r均成

長率(殉
一15 .32 一2 .24 2.39 一10 .74 一2

,20
一2

.79 2.94

出所 二『中国多鎮企並年豊』各年版より算出。

非集団所有制企業

企業数

1万個ン
名 日
付加価値

名目固定

資本投入

労働者数

(万人)
賃金総額 実 質

付加価値
実質固定
資本投入

1996 2,181 8,400.81 3,869.54 7,555.45 2,832.61 8,757.19 3,975.18

1997 1,886 10,690.96 2,979.91 7,723.90 3,297.82 13,167.42 2,965.26

1998 1,897 12,215.14 6,227.73 7,716.48 3,768.86 15,366.01 6,184.71

1999 1,977 14,968.65 7,712.59 8,335.27 4,197.66 18,426.74 7,628.67

2000 2,004 17,731.35 9,492.29 8,986.78 4,740.62 17,731.35 9,492.29

2001 2,049 20,751.96 11,537.07 9,713.39 5,486.41 20,184.47 ]1,583.21

年平均成

長率(%)
一1

.02 19.91 30.89 5.21 14.i5 19.41 30.59

出所:『中国多禎企並年犠』各年版より算出。

2生 産性 に影響 する要因 と しての所有制

総 要素 生 産 性 に影 響 す る諸 要 因 につ い て 検 討 しよ う,,特 に,こ こで は企 業 の

総 要 素 生 産 性 の 影 響 要 因 と して,所 有 制 を 取 り上 げ る。 とい う の は.Chang

andWang[1994]が 指 摘 した よ う に.集 団 所 有 制 企 業 は 地 元 政 府 と深 い 関 係

に あ る た め,集 団 所 有 制 企 業 は 非 集 団所 有 制企 業 よ りも相 対 的 に有 利 に発 展 で
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き,集 団所有制企業の生産性も非集団所有制企業のそれより高いかもしれない。

逆に,97年 の非集団(特 に私営)企 業に対する政策的緩和によって,所 有制に

よる生産性格差はなくなったかもしれない。あるいは,こ の政策的緩和により,

非集団所有制企業は潜在的な生産力を発揮で きるようになり,非 集団所有制企

業の生産性は,集 団所有制企業のそれよりも高いか もしれない。

このように,90年 代後半は郷鎮企業の発展環境が大きく変化した。このよう

な変化は企業の総要素生産性に影響を与えたのかどうか。ここではこうした企

業と政府の関係あるいは政策の転換が企業の生産性に与える影響を表わすもの

として,企 業制度を定性的に示す企業制度 ダミーを考える。

3生 産関数と総要素生産性

そこで次に,生 産関数の定式化を行 う。生産関数は確率項を含む一次同次の

2要 素コブ ・ダグラス型を仮定 して,次 式のようにする。

名∫=瑠 坊 α♂+`(3)

(3)式 の両辺をLで 除 し,そ して対数を取ると次のようになる。

1n(}弓∫砺)=且+αln(瓦 ∫砺)+((4)

ここで}1は 純付加価値額(実 質価格),Kは 固定資本投入額(実 質価格),五

は労働者数,イ4は 技術係数 αは資本の生産弾力性,(は 平均0で 正規分布を

仮定 した撹乱項,1nは 自然対数を表わす。 したがって,ln(既)とln(、K肌)は

それぞれ実質労働生産性と実質資本労働比率の対数を表わす。なお,添 え字の

〃は,第 ガ番目(省 のID番 号)の 第ゴ年を表わす。

ここでの問題 は技術係数Aで あって,こ れは各省の生産効率を表わす変数

として次のような形でさらにい くつかの変数の影響下にある。

、4ニα。+Σα7』+ΣαPμ+ΣαDz+((5)

ここで第1に,第2項 のダミー変数 丁は所有制の違いを表わ している。所

有制の違いによって政府の統制 ・干渉 ・補助の程度が異なり,そ れが企業効率

に影響することを表現 している。ここでは集団所有制企業を基準とする。
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ま た,第2に,我 々 が 注 目す べ き は 省 ・直 轄 市 ・自治 区 の 違 い を 表 わ す ダ

ミー変 数Pで あ る。 地 域 に よ っ て 市 場 経 済 の 発 展 程 度 が 異 な り,そ れ が 企 業

効 率 に影 響 す る こ とを 表現 して い る。 こ こで は北 京 市 を基 準 とす る。

そ して 第3に,ダ ミー 変 数Pは 年 の 違 い を表 して い る。 年 に よ って 景 気 変

動 が あ り.そ れ が 企 業効 率 に影 響 す る こ とを示 して い る。 こ こで は2001年 を基

準 とす る。

4生 産関数の計測結果

こ う した 定 式 化 の 下 で計 測 した結 果 は 第2表 の と:おりで あ る。

ま ず,実 質 資 本 労 働 比 率 の 係 数,す な わ ち 資 本 の生 産 弾 力 性(α)は0.60

で あ り,し か も統 計 的 に高 い有 意 性 を示 して い る。所 有 制 ダ ミー の係 数 は,プ

ラ スで 統計 的 に 有 意 で あ った。 こ の こ とは,集 団所 有 制 企 業 よ り非 集 団所 有 制

企 業 の 生 産 性 の 方 が 高 い こ と を 意 味 して い る。 こ の 結 果 は,Svejnar[1990]

やDongandPuttemlan[1997]の 推 計 結 果 と は異 な る。 ま た,年 次 ダ ミー の

係 数 は,97年 を 除 き,い ず れ もマ イナ スで,統 計 的 に有 意 で は な い。 この こ と

は90年 代 後半,郷 鎮 企業 の総 要 素 生 産 性 は上 昇 しな か った こ とを示 唆 して い る

とい え よ う。 この計 測結 果 は,王 暁 魯[1997]や 金 ・杜[1993]の 結 論 と異 な

り,王 振[1999]の 結 論 に近 い10)。

5他 推計 との比較

労働 生 産弾 力 性 の計 測 値 につ いて,他 の 研 究 者 に よ る計 測 値 と第3表 に よ っ

て 比 較 して み よ う。 そ れ に よ る と,96～2001年 の平 均 で 労 働 分 配 率 が0.40,

資 本 分 配 率 が0。60で あ った 我 々 の計 算 結 果(第2表)に 対 して,ま ず,土 暁

魯[1997]と の酷 似 が 注 目 され る。 彼 らの 計算 は80年 代 の もので あ るか ら,こ

の 結 果 は そ の 頃か ら 分配 率 が 不 変 だ った こ とを 示 して い る のだ ろ うか 。他 方 ,

10)む ろん,王 振[1999]は 集団所有制企業のみを分析 の対 象に してい るため,単 純 な比較 はで き

ない。
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第2表 生産関数の計 測結果

定 数 項
一 〇

.22

(一1.45)

1996年 ダ ミー(D%)

の係 数

一 〇
.06

(一 〇.71)

資本生産弾力性(α)
O,60**

(7.97)

1997年 ダ ミー(D97)

の係 数

0.27**

(4.26)

所有制 ダミー(Z)

の係数

0.58**

(6.79)

1998年 ダ ミー(、09屑)

の 係数

一 〇.06

(一 〇,71)

調整済決定係数 0.68
1999年 ダ ミー(099)

の 係数

一 〇.04

(一 〇,73)

F値 21.91紳
2000年 ダ ミー(D。 。)

の係 数

一 〇.009

(一 〇,17)

注:**は 片側検定で1%水 準 で統計的に有意で あることを示す「・()の 数字 は'値 。

なお,省 ・直轄 市 ・自治区 ダ ミーの各係数 の記載 は省略 した、、

第3表 生 産弾 力性 の計 測 結 果 の 比 較

2要素 L K 3要 素 ム κ M

胡.海,金[1994](84-87) 0.28 0.72 胡,海 、 金[1994](84-87) 0,206 O,339 0,206

王 し19971(80-92) 0,406 0,599 王[1999](80-97) 0,224 O,313 0,487

林[1995](80-90) 0.飛5 0.65

■一

ヌリ[2001]!89-95)

(87-92)張[2001](78-96) 0.43 0.57

0,022

0,058

O.59

0.70

0.47

0.33

注:()内 は推計年次を表す、

L:労 働投入,1ζ:資本投入,M:中 問投入の各推計係数を表す。

3要 素 投 入 の 生 産 関 数 で推 計 さ れた 労働 と資 本 の 各弾 力性 と比 較 した 場 合,労

働 の生 産 弾 力 性 に大 きな差 異 が あ る こ とが わ か る。

6本 節の結果および既存研究の結論等から確認された事実

以」二,郷鎮企業における総要素生産性を計測し,そ の変化パターンを明 らか

にした。これらの分析から,概 ね以下のような結論が得 られた。

90年代後半,両 所有制でみた郷鎮企業全体の総要素生産性は変化 していない

と思われる。また,こ れまでの既存研究により,以 下の事実を確認で きる。つ

まり,80年 代後半から郷鎮企業の総要素生産性は上昇 した(王 暁魯[1997],
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金 ・杜[1993])が,そ の上昇の度合いは時期が下 るにつれて下がってい る

(王振[1999」,劃[2001])。90年 代後半,集 団所有制企業の総要素生産性の伸

ぴが非集団所有制企業より低いということは,集 団所有制企業の市場競争力が

低下していることを意味 している。この時期,集 団所有制企業の生産性は,何

らかの理由で非集団所有制企業のそれよりも劣 っていたために,集 団所有制企

業は 「民営化」を含めた抜本的な所有制の転換をする必要があった ものと考え

られる。

IV労 働分配率および労働生産弾力性の推計と分析11)

本節では郷鎮企業の成果配分の観点から所有制改革を評価する。すなわち,

前節のモデルで仮定 した全期間の労働に対する生産弾力性一定 とい う仮定をは

ずして,各 年の生産弾力性を計測 し,そ れと各年の実際の労働分配率 とを比較

し.そ こか ら所有制改革に対する含意を抽出する。あるいはより具体的に,郷

鎮企業全体では労働生産弾力性の減少が労働分配率の減少よりも大きい ことを

示し,所 有制改革が郷鎮企業全体でみた場合,よ い方向に進んだ ことを示唆す

る。なお,労 働分配率の変化は,集 団所有制企業と非集団所有制企業 とで大 き

く異なっていた。また,97年 以降,非 集団所有制企業の生産性が集団所有制企

業のそれよ りも高 くなった。

以下,労 働分配率および労働生産弾力性の推計を行い,両 者の比較を通 じて

所有制改革の影響について検討する。

1概 念 と推計

労働 分 配 率 は.『 中 国 多鎮 企 並 年 墜』 か ら得 られ る賃 金 総 額 を純 付 加 価 値 額

で 除 した もので,第4表 に その 推 移 が 示 され て い る。

他 方,生 産弾 力性 の 推計 で は,前 出 の(4)式 の よ うな 単 純 な一 次 同 次 コブ ・

ダ グ ラス 生 産 関 数 を計 測 し,労 働 の生 産弾 力性(1一 α)を 求 め る 。 この 推 計 結

11)本 節の内容は,南 ・本台[19991169-178ペ ージの内容に依拠するところが大きい.
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第4表

第173巻 第4号

労働 分配率 と労働 牛産弾力性 との比較

労 働 分 配 率

全 郷 鎮 企 業 集団所有制企業 非集団所有制企業
労働生産弾力性

1996 0.29 0.24 0.34 0.57

1997 0.27 0.25 0.32 0.54

1998 0.28 0.25 0.31 0.41

1999 0.27 0.24 0.28 0.47

2000 0.26 O.25 0.27 0.39

2001 0.26 O.25 0.27 0.34

注:労 働生産弾力性:第5表 参照、,

労働分配率 は郷鎮企業の全国集計デー タか ら算出。

果 も第4表 に示したが,同 表の解釈は後述することにして,こ こでは生産関数

の推計方法の説明を続ける。

本節では,各 年の生産弾力性をそれぞれ別々の生産関数 として推計するため,

(5)式 で含まれていた年度ダ ミー、Ozは含まない。その推計結果は第5表 に示

されている。

そこでその特徴をみてみると,ま ず所有制 ダミー変数`1の パラメータが96

年は統計的に有意でなかった ものの,97年 以降有意になっていることがわかる。

これは,96年 には集団所有制企業の生産効率 と非集団所有制企業のそれとに差

がなかったが,97年 以降になると両者の差がはっきりとあらわれたことを示す。

97年の非集団所有制企業に対する政策の緩和は,非 集団所有制企業に潜在的な

生産力を発揮させ,結 果 として集団所有制企業よりも高い生産性となったと考

えられる。

また,資 本労働比率(K泓 ののパラメータ.す なわち資本の生産弾力性(α)の

計測値についてみると.こ れは全ての年次において統計的に有意であ り,資 本

労働比率が生産性に安定的な影響を与えていることがわかる。第5表 の最後の

欄に示されている労働生産弾力性(1一 α)についてみると,徐 々にではあるが
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第5表 年別でみた生産関数の計 測結 果

(387)61

定 数
資本生産

弾力性(α)

所 有 制 ダ

ミー(T1)

調 整 済
決定係数

F値 労働生 産

弾力性(1一 α)

1996
0.22**

(2.61)

0,43**

(3.01)

0.04
(0.21)

0.24 9,83** 0.57

1997
0.19

(1.22)

0.46*

(2.18)

0.89**

(4.07)
0.20 8.35** 0.54

1998
0.11
(1.01)

O.59**
(4.64)

0.29*
(2.01)

0.3! 12.94** 0.41

1999
0.11
(0.90)

0.53**

(3.97)

0.31*
(2.05)

O.24 8.83** 0.47

2000
0.12

(0.94)

0.61艸

(4,58)

0.38*

(2.57)
O.28 11.35** 0.39

200i
0.07

(0.46)

0.66**

(4,82)

0.45**

(2.98)
O.28 12.42** 0.34

注:**は 片側検定で1%水 準で統計的に有意であるこ とを示す。()の 数字 は'値.

なお.省 ・直轄市 ・自治区 ダ ミーの係数の記蔵 は省略 した 、

低下している。90年 代後半の郷鎮企業は,徐 々に資本使用的な技術にシフ トし

ていったと考えられる。

2労 働分配率と労働生産弾力性についての比較分析

以下,第4表 を参照 して,労 働分配率と労働生産弾力性について比較分析す

る。まず,労 働分配率について所有制間で比較しよう。第4表 には,所 有制に

よる労働分配率の違いも検討するため,郷 鎮企業全体の推計値以外にも集団所

有制企業 と非集団所有制企業の推計値をそれぞれ掲載している。これによれば,

郷鎮企業全体では総 じて,分 配率が減少傾向にある。所有制別でみると.分 析

期間を通 じて集団所有制企業の労働分配率が非集団所有制企業のそれを下回っ

ている.ま た.集 団所有制企業の労働分配率は,ほ とんど変化 していないのに

対 して,非 集団所有制企業のそれは減少傾向にあ り,郷 鎮企業全体の労働分配

率減少の要因となっていることがわかる。
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分析期間の初期段階で.非 集団所有制企業の労働分配率が,集 団所有制企業

のそれを上回っていたのはなぜであろうか。非集団所有制企業の大 きな特徴は,

集団所有制企業に比して,企 業あた りの規模が小さ く,技 術 レベルが低いこと

にある。 したがって,所 有制改革が本格化する前に,労 働分配率が大 きいのは

ある程度理解できよう、,そして,所 有制改革が本格化 し,多 くの集団所有制企

業が非集団所有制企業に転換 したため,非 集団所有制企業の労働分配率が低下

したと考えられる(一 方,集 団所有制企業のそれはほとんど硬直的であった)。

この意味で,集 団所有制企業が非集団所有制企業に所有制を転換することが,

所有制改革における重要なキーポイントであったことを示唆 している。

次に,労 働分配率 と労働生産弾力性を比較する。第4表 によると.郷 鎮企業

全体でみた場合,労 働生産弾力性は労働分配率よ り大 きいが,減 少傾向にある。

その結果,両 者の差は時 とともに縮小している.市 場が競争的でかつ企業の合

理的行動が仮定されるならば,労 働分配率 と労働生産弾力性 とは一致するはず

である。仮に中国農村において も市場取引が増加 し,市 場が競争的な方向へと

向かい,ま た企業がより合理的に行動するようになっているのであれば,上 述

のように両者の差が縮小することは十分ありえることである、)ただ し,労 働分

配率と労働生産弾力性の差は,2001年 時点でもなお大 きいことに注意すべきで

あろう。すなわち,中 国農村労働市場において何 らかの資源配分上の非効率が

存在することを示唆 している121。

V結 合
冊

昌
=口

本稿では,90年 代後半における郷鎮企業の生産性の変化を,集 団所有制企業

および非集団所有制企業のデータを使用して分析 した。分析の結果,こ の時期

の郷鎮企業の総要素牛産性は変化していないが,97年 以降,非 集団所有制企業

の生産性が,集 団所有制企業のそれよりも高 くなったことがわかった。これは,

12)な お,中 国経済が ル イス 〔Lヒwis、ArthuTW.)の い う 「 重経 済」 の状態 にあるとい う可能性

も否定で きない。
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Svejnar[1990]やDongalldPutterma11[1997]の 主張 とは異な り,Alchain

an〔lDemsetz[1972]の 主張への回帰を意味する。

また,ChallgandWang[19941の 指摘 した地元政府 と集団所有制企業との深

い関係は,指 摘された当時ほど強 くな くなったと考えられる。このような結果

になった最大の埋由は,非 集団所有(特 に,私 営)企 業に対する政策の緩和に

より.同 企業の発展環境が整えられたためであろう.そ の結果,多 くの集団所

有制企業が非集団所有制企業へ所有制を転換するようになった,

我々の分析結果は,農 村部の労働市場は次第に競争的な方向へと変化 してき

ているが,同 市場において資源配分上の非効率が依然 として存在することを示

唆 していた。Naughton[1994]の 指摘 した中国農村部における市場の不完全

性は,90年 代後半において もなお存在しているといえよう。 しか し,我 々の分

析結果はGrossmanandHart[1986]やHammdMoore[1990]の 指摘とは異

なる。すなわち,集 団所有制企業の不明確な所有制は,集 団所有制企業の生産

性に悪い影響を与えていることを示唆している。本稿はこの具体的な理由を明

らかにしなかったが,少 なくとも9〔)年代後半における労働分配率の推移からみ

る限り.集 団所有制企業より非集団所有制企業のほうがフレキシブルに変化 し

ており,市 場経済の変化にも相対的に適応しやすいと考えられる。

以下,郷 鎮企業の所有制改革について,そ の評価を若干述べよう。97年 以降

の非集団(特 に私営)企 業に対する政策の緩和によって,郷 鎮企業の所有制改

革は新たな局面に入ったと考えられる。分析結果からもわかるように,97年 以

降,非 集団所有制企業は集団所有制企業よりも相対的に高い生産性を発揮する

ようになった,,ま た,多 くの集団所有制企業が非集団所有制企業へ転換するよ

うになった。この意味で,所 有制改革は。97年以降,軌 道に乗ったといえる。

しか し,集 団所有制企業の中には,非 集団所有制企業に所有制を転換せずに改

革を実行 したが,生 産性の向上に結びつかなか ったケースも少な くないのでは

ないか、,今後,農 村に市場経済がさらに浸透 していけば,集 団所有制企業の非

集団所有制企業への転換はさらに進むであろう。それと同時に.今 後,郷 鎮企
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業は,他 の企業 と同じ競争条件下で発展 していくであろうが,そ の場合,郷 鎮

企業の独自性や存在意義が問われると思われる。

最後に,本 稿では,集 団所有制企業と非集団所有制企業 とで生産性の差異が

生じた原因を具体的に分析できなかった。また,モ デル式の設定においても,

改 善す べ き点 が 多 々 あ るIll}。これ らの点 につ い て は,今 後 の 課題 と した い 。
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